
都道府県労働局長殿

基政発 0401第2号

平成 25年4月1日

厚生労働省労働基準局労働条件政策課長

(公印省略)

「今後の労働時間等設定改善関係業務の運営に当たって

留意すべき事項についてJの一部改正について

労働時間等設定改善関係業務については、平成 23年4月 1日付け基発 0401

第 17号「今後の労働時間等設定改善関係業務の進め方についてJ(以下「業務

通達」という。)及び岡田付け基政発 0401第 1号 f今後の労働時間等設定改善

関係業務の運営に当たって留意すべき事項についてJ(以下f留意通達Jという。)

により指示しているところであるが、今般、業務通達について、平成 25年4月

1日付け基発 0401第 61号 rr今後の労働時間等設定改善関係業務の進め方」の

一部改正についてj をもって改正されたことから、留意通達の「記」以下につ

いて、 3'J添のとおり改正したので、了知の土、引き続き適正な運用に遺憾なき

を期されたい。

なお、中小企業事業主等を対象とする助成金に係る内容については、平成 25

年度予算成立後、 31]途指示する。



別添

記

第 1 長時間労働の抑制と年次有給休日慢の取得促進等仕事と生活の調

和の実現に向けた社会的気還の醸成等を図るための具体的な焔策

の実施(業務通達記の第 1の 3(1)関係)

働き方・休み方改善ハンドブック等の開発について

「働き方・休み方改善ハンドブック J (仮称)について、平成

25年度は、情報通信業及び宿泊業について作成することしている

ので、作成後は、コンサノレティングやワークショップで活用する

ほか、業界団体を通じ、傘下の事業場に周知するとと。

第 2 働き方・休み方改善コンサルタントによる個別事業場等に対す

る支援(業務通達記の第 2関係)

1 対象事業場とその対応について

対象事業場の選定等に当たっては、次の(1)~ (5)に留意するこ

と。

また、対象事業場に対し、コンサノレティング等を行った場合は、

別添 1 r対象事業場管理表」を活用し、自主点検の状況を含め、逐

次状況を記録するなどして、それぞれの進捗状況を管理すること。

(1) 局選定業種の事業場

ア 局選定業種について

局選定業種については、これまで都道府県労働局(以下「局」

という。)又は労働基準監督箸(以下「署」という。)にお

いて実施してきた各種の自主点検結果により、長時間労働や

年次有給休暇の取得率が低い業種、長時間労働や年次有給休

暇の取得に関する相談が多数寄せられる業種、これまでのコ

ンサノレティングの実績等から業種全体で取り組む必要がある

と局において判断した業種、業種別の年次有給休日授の取得率

等を把握している場合は取得率が低い業種、各穏の統計によ

り労働時聞が長い業穏等から選定すること。また、局選定業

種は複数選定して差し支えないこと。

なお、本省においては、上記第 1の 1のとおり、情報通信

業及び宿泊業について、「働き方・休み方改善ハンドブック J

(仮称)を作成することから、これらの業穏を選定すること

についても検討すること。

イ 局選定業種に係る事業場の選定基準の策定について
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選定基準の策定に当たっては、局選定業穏に該当するすべ

ての事業場を対象とするのではなく、例えば一定規模以上の

事業場、地域等のまとまりのある事業場を対象とする等、コ

ンサノレティングの効果が最大恨発揮されるものとすること。

ワ 行政手法について

自主点検を行う場合は、思IJ添 2 r労働時間等設定改善自主

点検表Jを用いること。ただし、既に他の自主点検等により、

上記自主点検の内容を把援している場合は、当該自主点検を

省略して差し支えない。

(2) 助成金を支給した事業場等

助成金を支給した事業場及び団体に対しては、ア及びイの手

法により対応すること。

ただし、毎年度末に実施している政策評価のためのアンケ

ート、労働時間等設定改善推進助成金(以下「推進助成金」と

いう。)を支給した団体が事業開始時及び事業終了時に構成事

業場の実態を把握するために行うアンケ}ト調査票(以下「ア

ンケート調査票j という。)、職場意識改善助成金(以下「改

善助成金」という。)合支給した事業主から支給申請時に提出

される職場意識改善助成金事業実施結果報告書などから、週労

働時聞が 60時間以上の労働者が存在する事業場を把握した場

合は、ア及びイに関わらず、当該事業場に対して、架電等によ

り、ワークショップ及びコンサノレティングの手法を説明し、事

業主等に対して希望する手法を確認すること。コンサルティン

グを希望した場合には、コンサノレティングを必ず実施すること。

ア推進助成金

平成 24年度に、助成金を支給した団体又は当該団体の構成

事業主に対して、(7)、(イ)の順番で、必要な指導を行うこと。

(7) 事業実施年度の翌年度の第 1四半期を目途に、助成金

を支給した団体から提出された事業開始時及び事業終了

時のアンケート調査票により、 a又は bのいずれかに該当

する構成事業主を把握し、当該構成事業主における労働

時間等の設定の改善に向けた問題点について、必要に応

じて匝体から取組の状況を確認し、分析を行ったうえで、

団体に対して、当該構成事業主が問題点の解決に向け継

続的に取り組めるように、当該構成事業主に対し団体に

よる助言・指導、情報の提供その他の援助を行うよう、

z 



働きかけるとと。

a 事業終了時の年次有給休暇の取得率又は取得 R数が、

事業開始時より低下したもの

b 事業終了時の労働者 1人当たりの月間所定外労働時

間数が、事業開始時より増加したもの

(イ) 事業実施年度の翌年度の第 4四半期を回途に、jJlJ添 3、

4 r労働時間等設定改善推進助成金支給団体の構成事業

場に対する自主点検表J)を用いてすべての構成事業場

に対して、自主点検を実施すること。

ただし、翌年度内の実施が困難な場合には、事業実施

年度の翌々年度に実施して差し支えないこと。

自主点検の対象事業主は、事業実施承認の申請の際の

添付書類である団体の構成員名簿や、アンケ}ト調査票

により抱握すること。

自主点検の結果、事業終了侍より年次有給休暇の取得

率が低下している等、労働時間等の設定改善に向けた取

組が低調なことを確認した場合は、当該事業場に架電等

により、現状を理解させた上で、ワークショップ及びコ

ンサノレティングの手法を説明し、いずれかの手法を利用

するよう働きかけること。

コンサノレティングを希望する場合には、必ずコンサノレ

ティングを実施すること。

イ 改善助成金

以下に留意の上、第 3四半期までを目途に、コンサJレティ

ングを実施すること。

(7) 平成 24年度までに改善助成金に係る計画を認定した事

業主

a 、 b及び cの区分に応じ、別添 5 r職場意識改善助

成金支給企業に関する調査票(平成 24年度までに計画認、

定した事業場用) Jにより、現状を把握し、労働時間等

の設定改善が望まれる事項を確認した場合は、必要な指

導を行うとと。ただし、事業終了後、コンサノレティング

を実施し、現状を把握するとともに、必要な指導等を行

っているものについては、対象から除外して差し支えな

いとと。

a 事業実施期間中の事業主
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平成 24年度に改善助成金に係る計画を認定したすべ

ての事業主に対して、事業の実施状況を確認し、計画

どおり取組が進んでいないことを把握した場合は、そ

の原因を確認し、着実に取組が行われるよう必要な指

導を行うこと。

b 助成対象事業実施期間終了後 1年未満の事業主

①及び②のいずれかに該当する場合は、上記イの

(7)の調査票により現状を把握し、労働時間等の設定

改善が望まれる事項を確認した場合は、必要な指導

を行うこと。

① 事業終了時の年次有給休暇の取得率が、事業開

始時より低下したもの(当該事業主の計画を認定

した年度の職場意識改善助成金支給要領(以下「支

給要領」という， )様式第 10号「職場意識改善助

成金実施結果報告書J (2年度目に改善助成金を

支給しなかった場合は向様式第 9号「職場意識改

善助成金事業実施状況報告書J)の 2 (5)関係)

② 事業終了時の労働者 1人当たりの月間所定外労

働時間数が、事業開始時より増加したもの(支給

要領様式第 10号 f職場意識改善助成金事業実施結

果報告書J (2年度目に改善助成金を支給しなか

った場合は同様式第 9号「職場意識改善助成金事

業実施状況報告書J)の 2(6 )関係)

c 助成対象事業実施期間終了後 1年以上経過した事

業主

事業実施年度の翌々年度に、改善助成金を支給し

たすべての事業主に対して、事業廃止等の特段の事

情がない限り、コンサノレティングを実施し、上記イ

の(1)の調査票により現状を杷握し、 2年度目事業終

了時(2年度目に改善助成金を支給しなかった場合

は 1年度目事業終了時)と比較して年次有給休暇の

取得率が低下している等、労働時間等の設定改善に

向けた取組が低調なことを確認した場合は、必要な

指導を行うこと。

(3) コンサノレティングの申出のあった事業場

コンサルティングの申出(ワークショップ後のアンケート等
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による申し出を含む。)を受理した場合、速やかに当該事業場

に架電の上、希望するコンサルティングの内容を把握するとと

もに、コンサルティング実施日時の調整を行うこと。

(4) 法令を遵守し、長時間労働の抑制等について改善意欲がある

ものとして、暑から情報提供された事業場

長時間労働の抑制を図るため、事業場に対し、改善のための

課題を認識された上で、課題を踏まえた取組方策を提案するな

e ど、効果的なコンサノレティングを実施すること。

また、コンサノレテイシグに当たっては、あらかじめ事業場と

実施時期等の調整を行うこと。

なお、コジサノレティングの対応の結果については、事業場の

承諾が得られた場合、当該署l乙対し、情報提供すること。

(5) 36協定において 1か月当たり 80時間を超える協定を締結し

ているを署より情報提供された事業場(限度基準第 5条第 1

号、第 2号又は第 4号による適用除外になっている事業は除

く。)

平成 18年 3月 17日付け基発第 0317008号「過重労働による

健 障害防止のための総合対策J別紙 1の 3の(3)に掲げる措

置を的確に講ずるため、引き続寺、局署の連携により、的確な

対象選定を行い、自主点検、ワークショップ、コンサノレティン

グ等の手法を講ずること。

なお、自主点検を実施する場合には、JlIJ添 2r労働待問等設

定改善自主点検表」を活用すること。

2 ワークショップ実施事業場に対するフォローアップについて

ワ}クショップ実施事業場に対するフォローアップは、ワーク

ショップ実施の翌年度に実施すること。ただし、労働時間等に係

る制度の改善等に要する期間等を考慮し、ワークショップ実施日

から 6か月以上の期間を確保すること。ワークショップを実施し

た全事業場に対して実施する自主点検については、)3IJ添 2 r労働

時間等設定改善自主点検表」を用いること。

自主点検を行った場合、)3IJ添 1r対象事業場管理表」を活用し、

状況を記録するなどして、進捗状況を管理すること。

3 コンサノレタント活動に関する行政効果の把握について

局選定業種の事業場について、コンサノレティングを行い、一定

期間経過後(概ね 1年(目途) )、再度コンサノレティング又は自

主点検を行い、行政効果の把握に努めること。
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また、把握した結果については、次年度以降の局選定業種を検

討する際の基礎資料として活用すること。

第 3 中長期的な見通しをもった対応(業務通達記の第 4関係)

(1) 年間計画は、原則、前年度中に策定すること。また、対象事

業場数が膨大に及び単年度での実施が困難な場合は、必要に応

じ、中長期的な見通しをもった計画についても策定すること。

なお、当該計画を策定する場合も、原則、前年度中に策定する

とと。

(2) 平成 25年度の年間計画は、 4月中に策定し、 5月から当該計

画に基づき取り組むこと。

また、平 25年度を初年度とする中長期計画を策定する場合

は、4月中に策定し、 5月から当該計画に基づき取り組みこと。

その擦の留意事項は従前のとおりとする。

第 4 関係行政機関等との連携(業務通達第 5関係)

都道府県、市町村、関係行政機関、 NPOを含む地域団体等が

行うワーク・ライフ・バランスに関する取組について、随時情報

収集を行い、これら関係、行政機関等との連携・協働に努めること。

なお、連携・協働については、以下に掲げる方法が考えられる。

① 関係行政機関等との合同による個別訪問

② 関係行政機闘が主催する説明会等の場を活用した集団指導

③ ワーク・ライフ・バランスに隠して地域団体が行うイベント

等への参画やブースの出展

第 5 その他(業務通達第 6関係)

1 コンサルタントによる好事例の収集とその活用

コンサルティングやワークショップ等の機会を通じ、年次有給

休暇の取得促進(特に、計画的付与制度を活用したもの)、長時

間労働の抑制等の好事例及び地域において休日の普及に取り組ん

でいる情報等を積梅的に収集し、今後のコンサノレティングやワー

クショップの機会に活用すること。

2 本省への報告について

(1) 好事例の報告

業務通達の記の第 6によるもののほか、局の取組による効果

を把握している事例のうち、例えば、次のような事a例について、
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その概要を取りまとめ、本省労働条件政策課に報告すること o

本省において、報告を受けた取組事例については、随時、各局

に情報提供する o

ア コンサルティングを希望する事業場が増えた取組事例

イ 助成金を支給した事業場又はコンサノレティングを行った事

業場における長時間労働の削減及び年次有給休暇の取得促進

の好事例

(2) r働き方・休み方改善協議会J (仮称)に係る情報の報告

年次有給休暇の取得促進に関して、地方自治体や地場企業な

どを巻き込んで、地域ぐるみで年次有給休暇の取得促進に取り

組んでいる事例を把握した場合は、随時本省労働条件政策課へ

報告すること。

3 コンサルタント制度の周知

コンサルタント制度の利用拡大のため、以下に掲げる方法を参

考に、積極的かつ効果的に周知活動に取り組むこと。

(1) 局ホームページを活用した周知

(2) 局署における集団指導等の機会をとらえた周知

(3) 助成金と併せた利用勧奨

(4) 自治体や関係団体等が発行する広報誌等を活用した周知

(5) 事業主団体、元請会社、親会社等を通じた関係事業場に対す

る利用勧奨

4 上記 1及び 2による好事例及び地域における労働時間等の設定

の改善に関する情報の収集については、このための特段の調査・

確認等を求めるのではなく、通常業務の中の事業場の帳簿等の点

検・確認や事業主からの聴取等を行う過程において把握すれば足

りるものでおあること。

改正平成 24年 4月 2日 一部改正

改正平成 25年 4月1日 一部改正
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別添1
対象事業場管理表
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DB b 内 労~労F働伎体Aの時宿間h 舎~"

民謡えば

}.t働休困時r.'
7 

|③希望はい }そ刷也 炉胆山、 . 
。他

|〒

月;ZH 会存?、働体時-間 t;ZLば

まkE休・回臨時刻

8 

炉希望し品、 同 ?の他 怜相し怠い '"値
|干 p 相考予え定た持倉化い合えば

〉1労主催体ん時間
子kE体個回陣碕m

ー
防相はい ，その他 同希望はい @偽

l干

誉E:定E働の院休-改の蜘C正時Z善話間以明外会係いの ll |1! l@②③ 考希予母望定え盛たがす凶いる合いM 

守永字備体日時間

10 

) 防相はい 国 ."婚



労働時間等設定改善自主点検表

この自主点検i立、使用者が事業場における労働時間等設定改善関係法令等の遵守状況を自ら点検し、その把握した問題点に応じ、自主的な改善を図るためのものです。
なお、点検の結果は、 「働き方・休み方改善に隠する自主点検表【提出用】 j にご記入ください。

男lli悉2

時間外労働の削議や年次有給休暇白取得率の促進は、労使のいずれか一方だけが取組んでもなかなか進むもの
ではありません。これらを進めるには何をすべきか労使で良く話し合うことが必要です。こうした鐙点から、労
使一体となった委員会を設け、残業の削減や年次有給休暇取得率向ょに詞iすた目標の設置、具体策の検討及ぴ実
施、実態把握などの取組を行い、労使が体となって目標管理を行い、主体性を持って取り組む体制を整備する
ことが望まれます。

[事業主は事業一一一…時成員とL-i設定の改善を図るための措置その他労働時間等の設定の改善に関する事項を調査審議し、事業主に対1..:意昆を l
述ベるごとを百的とする全部の事業壌を通じてーの又1;1:'事業場ごとの委員会を設置する等労働時間等の設定の i
改善を効果的に実施するために!d宴な体制の整備に努めなければならないo (労働時間等の設定の改善に闘す|
る特別措置法箆6条

[ 労 …… …行……一必…す 労畑糊吋働醐悶締欄掴一齢駅……た柿酬昨め刷航にこ
使用者が講ずベ昔措置に関する基準(平成1ロ3年4耳6日付Iけす基発第3お3自号)を参考として、労働者由労'暢陸日ごと | 
の始業.終業時刻を確認しι、記録するよう努めて〈ださい

[…一一の取得をしやすーと市大切です | そのためには、企業トップによる社内への呼びかけ‘管理監督者による休眠取得の率先垂範、労働組合によ|
る企業、紐合への働きかけ等が行われることが必要です。 I
また、職場由上司や同僚に気兼ねするZとな〈年次有給休眠を取得するためには職場で個人別年次有給休眠|

取得計画表の作成、年次有給休暇の完全取得を前提とL-t~業務体制の整備、労使による取得状況のチエツウと|
フォローアップ等の『年;1(有給休暇取得システム』在確立することが重要です。 I

新規採用者等、通去1年{年度)に年次有給休眠が発生しなかった者は、②の (2) (3)由計算対象から除
いてください。
前年(年度)Iこ発生して当年(年度)に繰り越された年攻有給休暇l主、②の (2)には算入しませんが、②

の (3)にlま算入してください。
年次宥給休暇取得率の計算方法は右のとおりです r年次有給体暇取得事官② (3) 7② (2) x 100拍J

[~距生涯の調和維…の行動指針』叩年7月間一向臨時トップ会議決 i 
定・平成22年6月29日改定)によ割、健康で豊かな生活のための時間が確保できる社会由実現ぬため、年次有 1 
給休眠取得率を2020年(平成32年)までに目本全体で70%とすることが目標に掲げられております。 I

整備している

行っている 行う予定lまない行う予定である

「事扇面亙蚕他者| 臼| 両孟妄示、語勘看r- 81 
②昨年 f昨年度)唱草間にお付高年ま有蛤位確について計宜して下さい.

'【1)過去1年(年度)以向に年次有給体隈が発生した労働者数 | 人

α]年間延ベ付与回数(錬超日数を除く。 1

C3)年期延べ取帯 o由化〕日数

(4)事業場町年次有給休暇取得車

日
一
日
一
軸



労働時間等設定改善自主点検結果表【提出用】

(作品年月日・平成 年 月 日)

事業場の名称 事業の種類

rJi 在 地
代表者職氏名

電話 回答者職氏名

事業場計 人{男 入、女 人)

労働者数
(うちパートタイム労働者 人、派遣労働者 人)

企業全体 富十 人
っち労働者の年代 1O~20代 人、 30i-¥;: 人、

40代・ 人、 50代: 人、 60代以上・ 人

本個票を行政目的以外に使用すること!まありません。

ホ「労働者数J欄の人数は、パートタイム労働者、派遣労働者を使用しτいる場合、その人数を内数として記入して下さい

て『パートタイム労働者Jとは、通常の労働者より週所定労働時間数が短U方をいいます.) . 

自主点検表の結果について、別添の「働き方・休み方改善自主点検表Jの「点検の結果』欄の骸当番号在下衰の「点検結

果J欄に、改善在予定レている場合には改善予定巴を「改善の予定時期J榔にそれぞれ記入の上、報告して下さい，

なお、別添の『鋤吉方・休み方改善自主点検表」を提出しτいただく必要はありません.

点検結果(1，2，41こつ 点検結果が下記の喬

点 検 項 困 いては該当する醤号在Oで号の場合は、改善が 改善の予定時期

囲んで〈だ古い.) 必要です。

1 労使の話合いの機会の整備をして ① 1 2 3 (2、3の場合) 平成 年 月

いますか。 ② 1 2 345 

2 労働時簡を把握し管理していますか 1 2 3 (2、3の場合) 平成 年 月

3 労働時間数について
平均的担揖働者

年: 時間 分

※実態在ありのままにご記入ください. 最古長い労働者

(との械にご記入いただいた労働時間数在 週: 時間 分

契機とレて、法違反に関する監鋸指導を行
月: 時間 分

うことはありません.) 
年; 時間 分

4 年次有給休日間の取得促進に向けて
1 2 3 (2、3の場合) 平成 年 月

の環境整備を行っていますか，

5 年次有給休暇の取得率{L:ついて qゐ

日

日

白

1 本自主点検{L:関する改善方法について、労働時間管理・労務管理に専門的知識を有する「働き方・休み方改善

コンサルタント」への相談が可能です(*希望された事業場に訪問レて、無料で相談!と応じます.) . 

2 r労働時間等の設定の改善J (j却を曾めた仕事と生活の調和の実現!こ向けた取組は、

・少子化の流れを変え、人口減少下で也多様な人材が仕事に就けあようにじ、社会を持続可能で確かなちのと

す苓ために必要な取組であるととちに、

・企業の活力や競争力の源泉である有能な人材の確保・育成・定着の可能性を高め否ちのであり、経賞者自ら

が主導して、職場風土改革のための意識改革等に努め苔ごとが重要です~働吉方・休み方改善コシサJレタシ

ト』はこのような企業の取組の相談やアドパイスを行わぜていただきますので、是非ご活用ください。

(以下の①~③のいずれかにO印をお願いたします。)

『働き方・休み方改善コシサルタシト]^の無料相談を

①希望する ② 予定か合えば考えたい ③希麗しない

自主点検結果につきましては、ごの「自主点検結果表jのみをFAXまたは郵送にて以下へご返送ください.

FAX 00 (00労働局監督課あて)

郵送〒000-0000 00市00町0丁目0-0 00労働局監督課あて

なお、ご不明な点がございまレたら、お手数ですが

(電話 000-000-000 担当 :00、00、OOl)までお問い合わせください.



s 

事寮場の名称 事業の種煩

γ 代表者職氏名
所在地

回答者職氏名 (T!乱

労働者数 事業場計 人(男 人 女 人} 企業主体 計 人

所属集聞の名称 記入年月日平成 年 月 目

別添
労働縛問等霞定改善推進助成金受給団体の構成事業場に対する自主点検表(医療業以外〉

封時間

(労働時間帯設定改替の現状) (注)労働時間制度が異なる場合にI宜、最も適用労働者数が多いものを飽入して〈ださい。

あなたの事業場で位、現在、 1湿の所定労働時間1;1:何時間ですか.

なお、震形労働時期制を採用している場合に1;1:変形期間由週平均所定労働時聞を肥入して〈ださい.

{注)変形期潤の週平均所定労働時間=賓形期聞の所定労働時間× 一一一一---"-
車苦手権聞の量日韓

2 島なたの事業構の現在的遺体休日1乱 Eのようになってい曹すか。

ア週休1日制 イ週休1日半制 ウ遺体2I3t1J ヱその他

なお、ウと回答された場合( . 4週5休 b 4週6休 c 4週7体 d 4週8休以上)

{注 rその他J位、受曽制勤務婚によって休日が遭を単位として定められていない場合等が政当しますa

1 

3 あなた由事業堀田本年(夜)田年間休日日数!主、何回ですか.

{注}年間休日E散とl宜、 r週休日」及び『週休日以外田休日1(毘民の祝日、年末年始、夏季等の休日)叩合計日教をいいます，

あなたの事業場の昨年8月から今年1月末まで(以下「耳定期間1eいいますo )における、労働者叩年次有給休暇の

年開平均取得回数肘の〈らいですか。(盟IJ紙『年休取得回数時計算方法』棚

副

副
司晶なたの事業構における労働者の月間平均所定外労働時聞は何時間ですか。

{別紙 F所定外労働時聞の計算方法J書照)

4 

時間

e 過労働時聞が60時聞を超える労働者の有無(昨年度における状況について記入して〈ださいo ) 

ア無 イ有

7，あなたの事業場で1;1:，実施体制由整備(労働時間等鑑定改善委員会等由労使協膳機関白設置等)1立行われていますか.

7 行っている イ ー 剤 、 行 わ れ て い な い(行われていない措置は何ですか)) ウ 行っていない

5 

導入Iま考えていない

作成は考えていない

行うことは宥えていない

8 あなたの事業場では、労働者の抱える多様な事情車び業務の態様に対応した労働時間等の巌定在行っていますか。

① 1箇月単位の変形労働時間制 7 導入している イ導入を帯えている ウ導入1;1:考えてい指い

②寸年単位の変形労働時間制 ア導入している イ導入を考えている ウ導入1;1:考えていない

③ 1週間単位の非定型的変形勢鋤持開制 7 導λしている イ 導入を考えている ウ導入1;1:考えていない

@フレッウス告イム制 ア導入している イ導入を考えている ウ糟入拡考えていない

⑤専門業務型裁量労働制 7 導入している イ導入を帯えている ウ事入は帯えていない

⑤企画業務整識量労働制 ア噂入している イ導入を考えている ウ導入i立場えていない

9 あなたの事業場では、年次有給休暇を取得しやすい環境の整備を行っていますか，

①計画的付与制度の導入 7 導入している イ 導入を考えている

②年次有給休暇台帳の作成 7 作成している イ 作成を考えている

③その他( 7 行っている イ行うことを考えている

内
，
向
ソ
向
ソ

実施lま考えていない

霞定lま考えていない

行うことは考えていない

ウ

ウ

ウ

10 あなたの事業場で1;):、所定外労働削滋叩ため由整備を行っていますか.

①ノー残業ヂーの実施 7 実施している イ 実施を宥えている

②限度持湖の段定 7 霞定している イ段定を帯えている

③ その他 7 行っている イ行うことを考えている

11 晶なたの事業場でI主、労働時聞の管理由適正化を行っていますか(具体的な措置内容) 0 

7 行っている(内容 ) イ 行う予定がある{内容 行う予定Iまない

導入は考えていない

活用は考えていなし古

活用は考えていない

ウ

12 あなたの事業場では、ワーウシzアリング、在宅勤務、テレワ-'7等の活用を行っていますかa

①ワーヲシx7リング ア導入している イ導入を考えている ウ

②在宅動務制度 7 活用している イ活用を考えている ウ

③子レワーヲ 7 活用している イ活用を考えている ウ

講巳る予定Iまない

講じる予定iまない

講じる予定はない

講じる予定はない

講じる予定はない

講じる予定はない

ウ

ウ

ウ

ウ

ウ

ウ

イ 講じる予定でいる

イ 講じる予定でいる

イ 講じる予定でいる

イ 講じる予定でいる

イ 鶏じる予定でいる

イ 醜じる予定でいる

13 晶なた田事業場でI弘次の労働者について何らかの措置を講じていますか。

① 特に健康の保持に努める必要が晶ると毘められる労働者

ア講じている

7 講じている

7 講じている

7 講じている

ア講巴ている

ア講じている

子の養育又l左京旗叩舟E置を行う労働者

妊娠中及び出産後由女性労働者

単身赴佳者

自鱒的牢職業能力開弗を潤る労働者

地域活動等を行う錯働者

②

③

@

⑤

⑥

 
14 助成金田受給の有無{昨年度における状況について飽入してくださいo) 

ア無 イ 有(雇用調整助成金又1:1:中小企業緊量雇用安定助成金}

ウ 有(イ以外叩助成金) (助成金の名称



4 

車業舗の名称 事業の種類

T 代表者軸民各
所在地

白書者韓民名 n. 
世働者融 事業場計 人(男 人女 人) 法人全体(*) 計 人

所属関体同唱称 記λ年月日平成 年 月 日

別添
業}療{医労働時間等霞定改蕃推進助成金受給団体の構成事業場に対する自主血検表

{註}公盛時人、隠構法人等、法人単位での労曲者数を記入してくだ書".

【労働時間等設定苗曹の現状】

(注1)卦軸時間制度が異なる埴告に{求、置も適用封輔者動b'多いも四苦闘入して〈ださい.

(注2)虫の5か;9までについて);1:，畠なたの所属団体が畢択した成果目標に関するものを選択して図書して〈ださし、。

m 

到

あなたの事業唱で);1:，現在、 1週申請宜骨働時間は何時掴ですか。

なお‘董博労働時間制を採用している場合には産融期間町週平均所定卦働時期在記入して〈ださい.

{注)1産融期聞の理平均所定労働時間=宜形期間の所定労働時間x 一一一一」
II'JIj期聞の匪回数

z 晶なたの事推壇由混在の週休休日I求、どのよう白書っていますか.

ア置休1日制 イ置体2固ま挙制 ウ調体2日制 エその弛

なお‘ウと図書された場合( . 4遭S休 b 4週6休 c 4亜7休 d 4週8体以よ〕

(珪 rその他Jは‘交管制勤務等によって体自が週を単位として定められていない場合等が該当します。

3 あなたの事酬の本年(度}由年間体 目白量)<1:，何回ですか。[

(注}年間休日回数~)弘 『畳体日J11<び f盟体日以外出休日J(国毘の祝日、年末年始‘夏季等由休日}の合計田監をいいます.

4 あなtの事車場では、闘揮者による話合いの場(労働時間等設定改善聾員会、労伎の定期協議会、背暁懇談会等)は設置され
ていますか.

ア設量害れている

時間

1 

設置されていない

あなたの事業場において復動体制がとられτいる場合‘昨年8月か品今年1月末まで〈以下『算定期間Jといいます.) 

における労働者1人当たりの 1か月間由平拘置動回世は、何回ですか。

(別輯「医療書由国体田成果目標に関する計算方法j参照}

イ

5 

旦l
E 時間あなたの事車場における労働者'人当たりの月間平均輯労骨時間);1:，何時間ですか，

(別紙「医療業由団体町成果目標に関する計算方法j 多照)

あなた由事薫塙における連続労骨時聞が量も長い医師)1.)立看護師の連続労働時聞は、何時間ですか.

[別輯「医需離師同体の成果目標に闘する酎I算方盛」噴砂照}

e 

m 時間7 

:eJ 

m 時間

あなたの事業唱におげる労園者 1人当たりの月間平均所定外帯植時聞は

何時間ですか. (見1)紙『所定外労働時間の計算方法」多照}

10 週労骨時間が60時間を超える労働者四有線(昨年度における状却について担入して〈ださい.) 

ア 僻 イ有

11 あなたの事業場では、労働者自抱える多様な彦情亙ぴ藁務国睡様に対応した骨園時期等由設定苦行っτいますか.

① 1箇月単位由膏静労園時間制 ア導入している イ当事λを考えている ウ移入は考えτいない

② 1年単位の童形労働時間制 ア導入している イ噂入を考えている ウ事入ほ考えていない

@ 1週間単位由非定型的責形労働時間制 ア導入している イ導入を考えている ウ事入は考えていない

あなたの事章唱における労働者1人当たりの年虫有給休暇由年間平時取得日韓はどの〈らいですか，

{別輯「年休取得回数由計算方法J参照)

8 

包

導入lま考えていない

作成lま考えていない

行う ζと);1:考えていない

ウ

ウ

ウ

12 あなた町事業場でI定、年寓有給体暇を取揮しやすい環壇由聾珊を行っていますか.

①計薗的付与制度由導入 ア導入している イ事λを考えている

②年次有給休暇台帽町作成 ア作成している イ作躍を考えている

@その他 ア行っτいる イ行うことを考えτいる

実施!ま考主ていない

設定);1:考えていない

行うことは考えていない

ウ

ウ

ウ

13 あなたの事業場では、所定外労働剛揖のための聾曹を行っていますか.

①ノー屠薫デーの実施 ア実躍している イ実施を考えている

@限度時間の設定 ア設定している イ設置費者えている

@そ白他 ア骨ってい晶 イ符うことを考えている

1'4 あなたの事車場では.労輔時間的管理の適E化苦行っていますか{具体的な措置向車). 

ア行っている(内容 ) イ 行う予定が晶る(向事

15 晶なたの事量埴では、ワータシzアリンゲ‘在宅勤務、テレワーク亀字国活用を行ってい富すか。

①ワークシェアリンゲ ア畢入している イ導入を考えている ウ

②在宅勤事制度 ア活用している イ活用を考えている ウ

③テレワーク ア活用している イ活用を考えている ウ

16 晶なたの穫量婦では、次回労園者ιついて何らか由措置を講巴ていますか.

① 特iニ量車の保持に努める必要が晶ると認められる労園者

ア講じている

ア講じている

ア 講 じτいる

ア 講 じτいる

ア欝じている

ア講じている

行う予定はない

導入);1:考えていない

活用);1:考えていない

活用は考えていない

ウ

講じる予定はない

講じる予定はない

購じる予定はない

鵠じる予定はない

聾じる予定はない

講じる予定はない

ウ

ウ

ウ

ウ

ウ

ウ

講じる予定でいる

講じる予定でいる

醜じる予定でいる

講じる予定でいる

講じる予定でいる

講じる予定でいる

イ

イ

イ

イ

イ

イ

@ 子の薯育文lま軍旗由介護在行う労働者

@ 鋸娠中止ぴ出産量由女性骨働者

@単身赴在者

⑤ 自量的な職畢能力闘揖を図る労蝿者

@地域活動等壷特う労園者

17 助成会田亜輯叩有無(昨年度における技況につMて官官入して〈ださい.) 

ア輯 イ有【雇用調聾助成金又は中小企畢緊畠雇用安定助成金}

ウ有{イ以外田助成金) (助成金時名神



別添5

調査臼:平成

職場意識改善助成金受給事業主に関する調査票(平成24年度までに計画認定した事業場用)
年 月 日

助成金受給企業名 事業の種類

所在地
代表者職氏名

雷詰 対応者職氏名

計酒認定年月日〔 年 月 日}

労働者数
企業全体 計 人〔男 人、女 人)

支給決定(事業終了)年月 8( 年 月 自)
うちパ ト聖イム空纏i煮 人

(1)職場意識改善計酋に基づいた取組
事業終7時点白状況 現時点の状況 取組が後退した場合、その背景や理由等を記載

実
① 労を整働備時し間て等もの課題について、労働時際等設定改善委員会など労使の話し合いの機会 整備している 整備している

2包 、るか.
ーーーーーーーーーーーーー...司----齢骨. ーーーーー・.唱._---・ーーー・・骨...骨. 内由円..守曹司ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー日旬ー

体 襲備していない 整備していない
'I'J 
の 選任している 選任している
整② 労働者からの苦情‘意見、婆望を受け付ける担当者を選任しているか。 ---_.-色回国ーーーーーーーーーーーーーーーー ーーーー戸ー四.時聞聞.圃色合凶幽困』ーーーーーーー ーーーーーーーーーーーーーー噌・・・嗣骨骨噌---慣骨ー・--幽----・凶回ーー----ーーーーーーーーーー

信 選任していない 選任していない

車場 ③ ((事現業時終点)了時点)雇用す時間る労等働の者設に定対改し善てに、係職る場計意画識を改策善定計し画、周を周知知してしていいるかa

周知している 廃知している

労働 るか.
ー・-------ーーーーーーーーーーーーー.. ー同司邑開.晶・ d ・ーー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー 回ーーーー同------_.-・--ー幽岨畠色岨--ーー-ー圃ー回ーー』ーーーーーーーーーーーーーーーーー

霊 周知していない 周知していない

韓攻普 ④ 
管環職等に対して、労働時間等の設定の改善に痢iすた取組の必要性等について研修 実施している 実態している

を実施しているか。
ーーーーーーー弔ー骨阿佐凶ー_..ーーーーーーー ーーー・ー・・・ー・・『開骨骨・晶曲幽揖値_.ー ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー・ーーーー.司・ーーーーーーーーーーーーーーーー

実施していない 実施していない

①る制確年度認次の曜導有日l度給入の休等導暇、年入の次、計③有画年給的次休付有暇与給の制体取度尊得の重の促導取進入得の、率②たのめ年の次目標措有設置給定を休行、暇@っのzて取週い得潤る状程か況度。の労使によ

行っている 行っていない
ーーーーーーーーーーーーーーーーーー・ー・舟曙慣『司戸『再再弔問骨四.・・---圃副司合幽ー-------ーーーーーー

⑤ の長期休暇 ) 

曲苦
----岨揖幽幽幽幽岨』助国.-ーーーーーーーー ーーー-----ー・--.-・.骨晶.副晶・._. ーーー回ーーーーーーーーーーーーーーーー.'-----ーー.-骨輸世-許可輔副._.白骨哩回ーーーーーーーーーーーー

行っていない 行っていない
時
間 行っている 行っている
等 所定外労働の削減のため、①『ノー残業ヂー」、「②ノー残業ウィークJ等の教組を行つ

ーーーーーーーーーーーーーーーーーー同開眠障ー骨伊母閑『開閉--園町._-ーー----.宇ー._.ーーーーーーーーーー

の ⑥ 
ているか。設 ーーーーーーーーーーーーーーーーーー司' 骨 司 " ・ ・ ー ー ー . 胃骨平 E ・ーーーーーーーーーー 晶圃』ーー.-→ザ吋..司ー・ーーーー・F骨量.ー・・_.ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー

定 行っていない 行っていない
由

改 導入している 導入している
善

①変形労働時間制、②制度フレをツ導ヴ入スし告てイいムる制か、③。裁量労働制等、労働者の多様な事情等
ーーーーーーーーーーーーーーーー・ーー-_.島町ー'ーーー司『司層骨聞骨明聞------幽・ーーーーー・-ー-.司ーーー

⑦ に対応した労働時間
) I ( 

ー・ー・ー'ーーーーーーーーーーーーー日ーー.. 円.-ーーーーーーーー._.ーーー値ー----ー. _.晶骨ーーー..-副』同明._-咽---------ーーーーーーーーーーー・"・ 4・ー--.----.ーーーーー骨ー押『伊

導入していない 導入していない



事量終了時点由扶現 現時点白状混 取舗が後退した場合、その昔景や理由等を記載

特入①@〈汗符Lし健てE1康の3いaの養EEるをH育Eか要を符、e親す必ヱ要る@第明介止。す語副る障る都必労を要ご働行対が委うすあれ費のるる横例努勤尾〉働Z務者縫闘】欄i の握弱音寺噌勝併績の付与与覗端医を電車

4以上 4以上
ーーーーーーーーーーーー・F 開園亭司帽・キー・ー・凶.静也，ーーーーーーーーーーーーーーーーー・--・・.---.-._-

労
( 

ーーーーーーーーーーー ---ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー ーーーーーーー-ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー---~-・帽幽-幽歯固』合-----

働 ②自発的な臓業能力開発を図る労働者 1-3 1-3 
時⑧

親 介護等を ④地域活動、ボランティア活動等を行う
-・・・ーーー-鴨居・ーーーーーーーーーーーーーーーーーーー--司圃.----・ー，ー司ーーーーーーーーーーーーーーー

問
等 労働者 品目品ー“一自由巳ー山 H 品〒司---司---ー司亭司ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー ー-------・ 4・・ー戸ーー同情抽弔姐噛 E 圃ーー-----------・e ・・・・ーーーーーーー四ー明欄---“・・

由 ⑤⑥妊単娠身赴中任及び者出産後の女性労働者(※)
設 ※は、法定の措置を上回る場合に限る。 制度がない 制度がない ---.ーーー・ー四品目ーー“目司円開声守開----ーーーーーーーー・ーー・ーーーーーーーーーーーーーーーー畠 4・ーーーー

定
の
直 導入している 導入している
善 ーーーーーーーーーーーー司---司明崎両'ー岨ー・----骨---.ーーーーーーーーーーーーーーーーーーー--晶画・---‘--

⑨ ①ワ-'7シェ7リング、②在宅勤務、③テレワーウ等、の制度を導入しているか。 ) I ( 
ーーーーーーーー圃ーーーーーーーーーーーーーーー 圃』ーー・--司ーーーー ーーー・ーーーー目白ー山町F日骨司ー---ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー晶自国ーーーーーーーーーーー

導入していない 導入していない

(2)職場意識改善計画や労働時間等見重しガイドラインに基づく取組

事業終了時点町状況 現時点的扶況 取締が後退した場合、そ由背景や理由等を記載

① 労使の話合いの機会を整備している場合、どのくらいの頻度で開催しているか。
年4回以上 年4回以上

実施体

帯』帽剛司・4 陪角"---"伊・・ー・・ー・停屈曲圃--ー凶 --ーー“ーーー・eωー圃皆--ー・--宇司--ーー ーーーーーーー----・ a 晶悼副岨幽----ーーーーーー-----ーーーーーーーー.----

年1匝-3回 年1回目3回

観。

労働者からの苦情、意見、を要行望うをこ受とけや付窓け口るの担設当置者等をの選受任けし付てけいやるす場い合体、担制当の者撃がい
整備している 整備している

の ーーーーーーーーーーーーーーーー司圃-.-.晶咽 a ・ーーー圃ーーーーーーーーー・・ーーーーーーーーー司帯ー

登 ② ることを労働者に対し凋知 整備を ( ) 
健

しているか。 ーーーーーーーーーーーーーーーーー---ーーーー ーーーーーーーー-----------ーー ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー・『・-ー苧酬骨司副聞-----ー---ーー・・ーーーーーーーーーーーーー・ー

整備していない 整備していない

職合場、具意体義的改な善耳計蘭(現時点:労働時間等の設定改善に係る計画)を庖知している場
工夫している 工夫している

職
ーーーー・ー・・・ー---ー戸崎ー骨岨闘骨同値圃圃幽岨ー出国司------ーーーーー・ー骨白骨・ a ・--

場 ③ な取組の方法の周知を行うなど意識改善に向けた啓発などの仕方に工夫
をしているか。 ーーー・.可圃'ーーーーーーーーーーーーー ーーーー----ー骨.戸町--ー胃停車胃-帽'同' 明叫闘-噌幽圃--・--------ーーーーーーーーーーーーーーー・ー--静岡 4 岡崎帽骨陣剖---世直ー・---ーーーーーーー

童 工夫していなし、 工夫していない識
号長 工夫している 工夫している普 管理量織等f::対して、労働時間等の設定の改善に向けた取組の必要性等について研修
計

幽'ーーーー-ー圃』ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー胡'骨聞--・ a砂』ーー凶---ー--ーーーーーーー

④ を実施している場合‘専門家を講師に呼んだり、専門の教材を使用したりする等、研修
菌

の肉容を工夫しているか。 ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー- ーー--ーー・ーーーー・ーーー司・ー-.陣亭司酔・. 明--明司--暢劇画骨----ー』ーーー・・ーーーーーーーーーーーーー-------------明骨網噌 w ・--ーーーーーー

工夫していない 工夫していない

※)には具体的な内容や番号を記入すること



事業経了時点の状況 現時点の状況 取組が後退した場合、その背景や理事等在記章

⑤ 年次有絵休暇について労働者1人当たりの平均取得率は伺怖か。 9も 同

⑥ 労働者1人当たりの平均年間所定外労働時間数l立何時間か。 時間 時間

⑦ 週労働待問が60時間以上の労働者の割合は何怖か。 号令 % 

働労
⑧ 

年次有給休暇の計画約付与制度やE週間程度の長期休暇制度がある場合、実際に利 実績あり 実績あザ
-ー・.骨--亭亭苧ーーーー-.--.司、朝両州島国ー ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー四.司開-------ーーーーーーーーーーーーーー---ーーーーーーーーーーーー----.-， -----------ーーー

時 用があった晶、 実績なし 実績なし
聞
等

(1 )⑦で制度がある場合‘実際{こ利用のあった制度はあるか。
実績あり 実績あり

の ⑨ ーーーーーーーーー---司 F 帯桐・e“ーーーーーー ーーーーーーーーーーーー--聞胃、骨凶，岨--ーー ーーーーーーーーーーーーーー-.-----‘帽ー._-噂晦--句帽 F ・4・ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー

設定 実績なし 実績なし

の 4以上 4以上

車普 ⑩ 
ーーーーーーーーーーー司回ー明担聞・------ーーーーーーーー--‘ーー.--ーーーー-----ーー司，ーー"・ーーーーーーーーーー骨『司戸.-聞帽.聞・・・・M 値副曲』合凶自国ーーーーーー・-----ーー岨ー

(1 )③で純度がある場合、実際に利用のあった制度はあるか。 1-3 1-3 
--ーーーー・._--・四----凶ーーーーーーー ーーーーーーー戸圃島町-司"ー・--------ーーーーーー回ー司司・---、-----ーーーーーー'ー宇ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー司ー田司圃

実績なし 実績なし

⑪ (1 )⑤で制度がある場合、実際に利用のあった制度はあるか。
実績あり 実績あり

ーー-・b・・ F ・4晶『同情--ー--昌也--ーーーーーーーーーー--同司明-----幽・-- ーーーーー-ー-ーー--骨・ー・・.・・--・幽曲』凶昌』ー回ーーーーーーーーー司ーーーー司『ー--
実績なし 。点

公表している 公表している

⑫ 
職場意識改善計画(現時点:労働時間等の設定改善に係る計画)や取組状況等を、業
界誌や自社のホームページ等iこより対外的に公表しているか。 -凶・--ーーーーーーーーーーーーーーー，司司・e・'値ー-ーーーーー----_.・・ー.--町田--時曙晶 幽-・-ー園陸包ーーーーーーーーーーーーーーーー司ー・ー--‘-----.・-ー----ー回ーーーーーーーーーーーーーーー

公表していない 公表していない

確立している 確立している
計 経営者自らが指揮するまたは幹部が責任者となるなど、労働時間等の設定の改善に ーーー』ーーーーー・ーー-ーーー--→4 司------ーーーーーーーーーーーーーー・ーーーーーー・・ーー向「一ー『聞『四

⑮ 
商 向けた企業内の推進体制を確立しているか。 ーーーーーーーー同軍司-_.ー』ーーーーーーーー ーーーーーーー.ーー軸・・，司・・・ーーーーーーーーー ーーーーーー-------・.-ーーザーーーーー、ーーーー・・ーーーー，ーーーー骨骨司伊伺開骨--也副.園田ー』ーーーーーーー
以

確立していない 確立していない外

行っている 行っている取
社内における問題点について把握し、必要に応じて業務計菌や要員計画の策定を行う ーーーーー同骨'・・._-凶ー---ーーーー骨・--ーーーーー戸---日晶司神田ーーーーーーーーーーー・・・・・ー・ー

品⑩ など、業務の見直しを行っているか。 -ー・・・ー骨宇ーーーーーーーー四骨四・M ・e 凶ー-------ーーーーーーーーー・ー.-・ー _.ーーーーーーーーーーーーーーーーーーー，回帰--副司"ーー----ーーーーーーーーーーーーーーーーー---明軍司晶
ん

行っていない 行っていないで
い

図っている 図っているる
社内アンケートやヒアリングの実施等により、労働時間等の設定の改善に関する労働 ーーーーーーーー戸ーーーーーー『骨司明戸開場-ーーーー・_.輔ーーーーーーーーーーーーーーーー『ー同ーー閉伊甲骨"事

⑮ ( ) I ( 項 者の意見開婆望を取り上げ、改善幸図っているか。 --・-.・ーーーーー同『同担姐輔副』ーーーーーーー ーーーーーーーー‘・ー・骨曲、-.----ーーーー ーーーーーーーーーー四.-----ー------ーーーーーーーーーーーーーーーーー司ーー--偽-_.・ー悼駒----
図っていない 図っていない

行っている 行っている

⑮ 休暇制度の刺用車例を広報紙で取り上げたり、労働時間制度i提紹供介をのパンコレットを作
成して従業員に配布する等、制度の利用促進のための情報提 行っているか。 ーーーーーーーーーーー司------ーー世田--ーーーー.骨骨・--ー司両町---副』喧--ーーーー

行っていない 存っていない

※(には具体的な肉容や番号を記入する二と



参考

「今後の労働時間等設定改善関係業務の運営に当たって留意すべき事項についてJ

(平成 23年4月1日付け基政発 0402第5号)新旧対照表

改正後 現 行

記 言巴

第1 長時間労働の抑制と年次有給休日慢の取得促 (新設)

進等仕事と生活の調和の実現に向けた社会的

気還の醸成等を図るための具体的な施策の実

施(業務通達記の第lの3(1)関係)

働吉方・休み方改善ハンドブック等の開発

について

「イ動き方・休み方改善ハンドブックJ (仮

称)についで、平成 25年度は、情報通信業及

び宿泊業について作成することしているの

で、作成後は、コンサノレティングやワークシ

ヨツプで活用するほか、業界団体を通じ、傘

下の事業場Ic:周知するとと。

第2 働き方・休み方改善コンサノレタントによる (新設)

個別事業場等に対する支援(業務通達記の第

2関係)

1 対象事業場とその対応について

対象事業湯の選定等に当たっては、次の

(j) ~ (5)に留意すること。

また、対象事業場に対し、コンサJレディ

ング等を行った場合は、別添 1 r対象事業

場管理表」を活用し、自主点検め状況を含

め、遂次状況を記録するなどして、それぞ

れの進捗状況を管理すること。

(J) 局選定業種の事業場

ア 局選定業種について

局選定業種については、これまで都道

府県労働局(以下「局」という。)又は

労働基準監管署(以下 f署Jという。)

において実施してきた各種の自主点検

結果により、長時間労働や年次有給休暇
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の取得率が低い業種、長時間労働や年次

有給休暇の取得に関する相談が多数寄

せられる業種、これまでのコンサルティ

ングの実績等から業種全体で取り組む

必要があると局において判断した業種、

業種別の年次有給休暇の取得率等を抱

握している場合は取得率が低い業種、各

種の統計により労働時間が長い業種等

から選定するこじまた、局選定業穫は

複数選定して差し支えないこと e

なお、本省においては、上記第lの1

のとおり、情報通信業及び宿泊業につい

て、 f働き方・休み方改善ハンドブック」

(仮称)を作成することから、これらの

業種を選定することについても検討す

ること。

イ 局選定業種に係る事業場の選定基準

の策定について

選定基準の策定に当たっては、局選定

業種に該当するすべての事業場を対象

とするのではなく、例えば一定規模以

上の事業場、地域等のまとまりのある

事業場を対象とする等、コンサルティ

ングの効果が最大限発揮されるもの

とすること。

ウ 行政手法について

自主点検を行う場合は、知l添 2r労働

時間等設定改善自主点検表」を用いるこ

と。ただし、既に他の自主点検等により、

上記自主点検の内容を把握じている場

合は、当該自主点検を省略して差し支え

ない。

(2) 助成金を支給した事業場等

助成金を支給した事業場及び団体に対

しては、ア及びイの手法により対応すると

と。

ただし、毎年度末に実施している政策評

価のためのアンケ}ト、労働時間等設定改

2 



善推進助成金(以下「推進助成金Jという。)

を支給した団体が事業開始時及び事業終

了時に構成事業場の実態を把媛するため

に行うアンケ}ト調査票(以下「アンケ}

ト調奈票」という。)、職場意識改善助成

金(以下「改善助成金j という。)を支給

した事業主から支給申請時に提出される

職場意識改善助成金事業実施結果報告書

などから、過労働時間が 60時間以上の労

働者が存在する事業場を把握した場合は、

ア及びイに関わらず、当該事業場に対し

て、架電等により、ワークショ yプ及び=

ンサノレディングの手訟を説明し、事業主等

に対して希望する手法を確認すること。コ

ンサノレティングを希望した場合には、コン

サノレティングを必ず実施すること。

ア推進助成金

平成 24年度に、助成金を支給した団

体又は当該国体の構成事業主に対して、

(7)、(イ)のl順番で、必要な指導を行うこ

とロ

(7) 事業実施年度の翌年度の第1四半

期を目途に、助成金を支給した団体か

ら提出された事業開始時及び事業終

了時のアンケート調査票により、 a又

はbのいずれかに該当する構成事業

主を把握し、当該構成事業主における

労働時間等の設定の改善に向けた問

題点について、必要に応じて団体から

取組の状況を確認し、分析を行ったう

えで、団体に対して、当該構成事業主

が問題点の解決に向け継続的に取り

組めるように、当該構成事業主に対し

回体による助言・指導、情報の提供そ

の他の援助を行うよう、働きかけるこ

とロ

a 事業終了時の年次有給休日肢の取得

率又は取得日数が、事業開始時より
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低下したもの

b 事業終了時の労働者1人当たり

の月間所定外労働時間数が、事業開

始時より増加したもの

(イ) 事業実施年度の翌年度の第4四半

期を目途に、 ~IJ添 3 ， 4 r労働時間等

設定改善推進助成金支給団体の構成

事業場に対する自主点検表J)を用い

てすべての構成事業場に対して、自主

点検を実施すること。

ただし、翌年度内の実施が殴難な場

合には、事業実施年度の翌々年度に実

施して差し支えないこと。

自主点検の対象事業主は、事業実施

承認の申請の際の添付書類である団

体の構成員名簿や、アンケート調査票

により把握すること。

自主点検の結果、事業終了時より年

次有給休暇の取得率が低下している

等、労働時間等の設定改善に向けた取

組が低調なことを確認した場合は、当

該事業場に架電等により、現状を理解

させた上で、ワークショップ及びコン

サノレティングの手法を説明し、いずれ

かの手法を利用するよう働きかける

こと e

コンサノレティングを希望する場合

には、必ずコンサルティングを実施す

ること。

イ 改善助成金

以下に留意の上、第3四半期までを目

途に、コンサノレテイングを実施するこ

と。

(7) 平成 24年度までに改善助成金に

係る計画を認定した事業主

a 、b及びcの区分に応じ、別添

5 r職場意識改善助成金支給企業に

関する調査票(平成 24年度までに
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計画認定した事業場周)Jにより、

現状を杷握し、労働時間等の設定改

善が望まれる事項を確認した場合

は、必要な指導を行うこと。ただし、

事業終了後、コンサノレティングを実

施し、現状を把握するとともに、必

要な指導等を行っているものについ

ては、対象から除外して差し支えな

し、こと。

a 事業実施期間中の事業主

平成 24年度に改善助成金に係

る計画を認定したすべての事業主

に対して、事業の実施状況を確認、

し、計画どおり取組が進んでいな

いことを把握した場合は、その原

因を確認し、着実に取組が行われ

るよう必要な指導を行うこと。

h 助成対象事業実施期間終了後 1

年未満の事業主

①及び②のいずれかに該当する

場合は、上記イの(7)の調査察によ

り現状を把握し、労働時間等の設

定改善が望まれる事項を確認した

場合は、必要な指導を行うこと。

① 事業終了時の年次有給休暇の

取得率が、事業開始時より低下

し士もの(当該事業主の計画を

認定した年度の職場意識改善助

成金支給要領(以下「支給要領J

という。)様式第四号「職場

意識改善助成金実施結果報告

書J (2年度目に改蕃助成金を

支給しなかった場合は同様式第

9号「職場意識改善助成金事業

実施状況報告書J)の 2 (5) 

関係)

② 事業終了時の労働者1人当た

りの月間所定外労働時間数が、
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事業開始時より増加したもの

(支給要領様式第四号「職場

意識改善助成金事業実施結果報

告書J (2年度目に改善助成金

を支給しなかった場合は同様式

第9号「職場意識改善助成金事

業実施状況報告書J)の 2(日)

関係)

C 助成対象事業実施期間終了後 1

年以上経過した事業主

事業実施年度の翌々年度に、改

善助成金を支給したすべての事業

主に対して、事業廃止等の特段の

事情がない限り、コンサノレティン

グを実施し、上記イの (7)の調査察

により現状を把握し、 2年度目事

業終了時 (2年度目に改善助成金

を支給しなかった場合は1年度目

事業終了時)と比較して年次有給

休暇の取得率が低下している等、

労働時間等の設定改善に向けた取

組が低調なことを確認した場合

は、必要な指導を行うこと"

(3) コンサノレティングの申出のあった事業

場

コンサノレティングの申出('7ークショッ

プ後のアンケ]ト等による申し出を含

む。)を受理した場合、速やかに当該事業

場に架電の上、希望するコンサJレティング

の内容を把握するとともに、コンサノレティ

ング実施日時の調整を行うこと。

与) 法令を遵守し、長時間労働の抑制等につ

いて改善意欲があるものとして、署から情

報提供された事業場

長時間労働の抑制を図るため、事業場に

対し、改善のための課題を認識された上

で、課題を踏まえた取組方策を提案するな

ど、効果的なコンサノレディングを実施する
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こと。

また、コンサノレティングに当たっては、

あらかじめ事業場と実施時期等の調整を

行うこと。

なお、コンサノレティングの対応の結果に

ついては、事業場の承諾が得られた場合、

当該署に対し、情報提供すること E

(5) 36協定において 1か月当たり 80時間を

超える協定を締結していると箸より情報

提供された事業場{限度基準第5条第 1

号、第2号文は第4号による適用除外にな

っている事業は徐く。)

平成 18年3月 17日付け基発第

0317008号「過重労働による健康障害防止

のための総合対策J7llJ紙 lの3の(3)に掲げ

る措霞を的確に講ずるため、引き続き、局

暑の連携により、的確な対象選定を行い、

自主点検、ワークショップ、コンサノレティ

ング等の手法を講ずること。

なお、自主点検を実施する場合には、別

添 2r労働時間等設定改善自主点検表」を

活用するとと。

2 ワークショップ実施事業場に対するフォロ

ーアップについて

ワークショップ実施事業場l乙対するフォロ

ーアップは、ワークショップ実施の翌年度に

実施すること。ただし、労働時間等に係る制

度の改善等に要する期間等を考慮し、ワーク

ショップ実胸日から 6か月以上の期間を確保

すること。ワークショ yプを実施した全事業

場に対して実施する自主点検については、別

添2r労働時間等設定改善自主点検表」を用

いること。

自主点検を行った場合、別添1 r主主象事業

場管理表」を活用し、状況を記録するなどし

て、進捗状況を管理すること。
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3 コンサノレタント活動に関する行政効果の把

握について

局選定業種の事業場について、コンサノレテ

イングを行い、一定期間経過後(概ね1年(目

途))、再度コンサノレテイング又は自主点検

を行い、行政効果の把握に努めること。

また、把握した結果については、次年度以

降の局選定業種を検討する際の義礎資料とし

て活用すること。

(削除)

8 

第 1 個別事業場等に対する働きかけ(業務通達

記の第2関係)

1 計画的対応について(業務通達記の第zの
3関係)

下記2の対象となる業種、事業場などが膨

大になる場合には、複数年にわたって中長期

的な視点を持って計画を組むこと。

その後、管内における業種、職種、地域等

ごとの取組や意識などに関する状況が変化

し、{也に優先すべき対象が認められる等の場

合には、適宜計画を変更して、より実効性を

高めること。

また、これらの計画については、 4月中に

作成し、 5月から計商に2毒づき実施できるス

ケジューノレで行うこと。

なお、この場合において、局の予算と主体

的能力の範囲内で実施すること。

2 対象となる事業場等について(業務通達記

の第2の4関係)

(1) 長時間労働が懸念される事業場につい

て

rw過労死』等に係る労災保険給付が行

われている事業場Jとは、労災認定後の最

終監督実施後 2年以上経過したものをい

つ。

(2) 助成金受給事業場について
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職場意識改善助成金を受給した事業場

及び労働時間等設定改善推進助成金を受

給した団体傘下の事業場に対して、実焔結

果報告書の審査等により助成金の事業効

果を検証するとともに、必要に応じて都道

府県労働局に配霞された働き方・休み方改

善コンサノレタント(以下「コンサルタント」

という。)によるさらなる取組の指導を実

施すること。

なお、コンサノレタントは、職場意識改善

助成金の支給対象事業主に対する調査確

認も行うことができることに留意するこ

と。

また、顕著な成果を上げた事業場の取組

事例を局のホ」ムベージやワークショッ

プで紹介するなど、好事例を{也の事業場に

波及させるための取組等にも努めるこE。

(3) 自らコンサノレティングを希望する事業

場について

自らコンサノレディング、を希望する事業

場には、自主点検の結果、コンサルタント

の助言・指導を希望した事業場はもとよ

り、希望するに至っていない事業場につい

ても、長時間労働が懸念される場合には積

極的な口ンサノレタントの活用を勧奨する

よう努めること。

3 手法について(業務通達記の第2の5関係)

(1) rヲ}クショップJとは、集団指導によ

る行政からの一方的な講習等の手法では

なく、出席者が労働時間等の設定改善の取

組事例を研究したりコンサノレクントから

も助言を受けたりして、問題解決方法の議

論に参加できる研修会等の手法をいうこ

と。

取組事例の研究については、日J途示すコ

ンサノレタント業務処理マエュアノレ(以下

「マエュアノレj という。)の好事例を適宜



(削除)
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活用することa

(2) 医療機関、介護施設等、都道府県等の

業所管部局」には都道府県の保健福祉担当

部局等が含まれること。

(3) ワークショップで使用する「自主点検」

は、マニュアノレの自主点検を活用すると

と。

(4) コンサノレタン卜の庁外活動の件数につ

いて(業務通達記の第2の5の(2)関係)

「事業場への個別訪問のほか、事業主団

体等も含めて 3件以上とすること」とは、

各局に臨付されたコンサルタント 1人1

か月当たりの庁外活動件数であること。ま

た、ワークショップの開催件数について

は、コンサノレタント 1人当たり年間 1件と

し、件数は=ンサノレタントの庁外活動件数

に含めて差し支えないこと。

(5) 自主点検について(業務通達記の第2の

5の(3)関係)

「時間外労働の削減のための自主点検J

については、別添1の自主点検表を参考と

すること。

第 2 労働時間等設定改善推進助成金について

(業務通達の別添 1 r労働時間等設定改善推

進助成金支給要領J(以下「推進助成金要領」

という。)関係)

1 支給対象となる事業主団体等について(推

進助成金要領第2のl関係)

(1)これに準ずる区域j とは、都道府県全

域までではないものの、都道府県内の相当

の範聞の区域を加入対象地域とするもの

をいうものであること。

(2) 構成事業主の業種が複数種にわたる場

合、推進助成金要領第2のlの(2)のア又

はイのいずれか一方の要件を満たす業種

ごとの事業主数の合計が構成事業主全体

の2分の 1以上であることが要件となる
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こと。

(3) 財政能力とは、助成金が支給されない場

合でも事業を実施可能であることをいう

ものであること。

(4) 業種区分による支給対象については、事

業主団体等が、その構成事業主の雇用する

労働者について長時間労働の抑制や年次

有給休暇の取得促進など労働時間等の設

定の改善が図られるよう、当該構成事業主

に対する相談、指導その他の援助を団体と

して行った場合に、重点的に助成を行い助

成金事業を効果的に実施するため、特に長

時間労働を行っている労働者の割合が高

い業種に属する事業主図体等、及びそれ以

外の事業主団体等にあっては、年次有給休

暇の取得率が低調 (50%未満)であるもの

又は所定外労働が相当程度(月平均 10時

間以上)行われている実態が見られるもの

に対して助成金を支給するこ kとしたも

のであるこ左。

2 取組事項について(推進助成金要領第2の

2関係)

(1) 推進助成金

ア r(1)必須のものjの具体的な内容は、

次のとおりであること。

(7) 実施体制の整備(労働時間等設定

改善委員会をはじめとする労使協議

機関の設置等)

労働時間等の実態について適切に

把握するとともに、労働時間等設定

改善委員会をはじめとする労使聞の

話合いの機会を整備すること等がこ

れに該当すること。

(イ) 年次有給休暇を取得しやすい環境

の整備

計画的付与制度の導入、年次有給

休暇台1慢の作成、年次有給休暇の取



12 

得状況の労使による確認制度の導

入、年次有給休暇の取得率の固標設

定、 2週間程度の長期休暇制度の導

入等取得しやすい雰囲気づくりや意

識の改革等がこれに該当すること。

(ウ) 所定外労働の削減

ノー残業デー、ノー残業ウィーク

の実施等がとれに該当すること。

イ r (2)必要に応じて(1)に加え取り組

むことが可能なもの」の具体的な内容

は、次のとおりであること。

(1) 労働者の抱える多様な事情及び業

務の態様に対応した労働時間等の設

定

業務の実態について調査を行い、

当該調査結果及び労働者の抱える多

様な事情に応じて、変形労働時間制、

フレックスタイム制、裁量労働制及

び短時照正社員制度の活用(新規導

入、見直し)について検討を行うこ

とがこれに該当すること。

(イ) 労働時間の管理の適正化

労働時間管理の現状犯握、適正化刊

を行い、時間的に過密とならない業

務の運用についての検証を行うこと

がこれに該当すること。

(ウ) ワークシェアリング、在宅勤務、

テレワーク等の活用

多様な働き方の選択肢を拡大する

ワークシェアリングの導入、通勤負

担の軽減となる夜宅勤務、テレワー

ク等の活用について新たに何らかの

整備を行うことが二れに該当するこ

と。

(エ) 特に健康の保持に努める必要があ

ると認められる労働者

労働者の健康を守るための予防策

として、メンタノレへノレスケアの実施



13 

とあわせ、疲労を蓄積させない、又

は、疲労を軽減させるような労働時

間等の設定を行うことや、病気休暇

から復帰する労働者について円滑な

、職場復帰を支援するような労働時間

等の設定を行うとと等がこれに該当

すること。

(オ) 子の養育又は家族の介護を行う労

働者

育児休業、介護休業、子の看護休

暇、介護休暇、所定外労働の免除、

所定労働時間の短縮措置等について

規定整備を図るとともに、それらの

制度を利用しやすい環境の整備を図

ることや、年次有給休暇の取得促進、

所定外労働の削減等によ明、子の養

育又は家族の介護に必要な時間の確

保を図ること等がこれに核当するこ

と。

(約 妊娠中及び出産後の女性労働者

妊娠中及び出産後の女性労働者に

ついて、保健指導又は健康診査を受

けるために必要な時間の確保を行う

こと等がこれに該当すること。

(キ) 単身赴{王者

休日の前日の終業時刻の繰上げ及

び休日の~日の始業時刻の繰下げを

行うこと、家族にとって特別な日に

ついては休暇を付与すること等がこ

れに該当すること。

(タ) 自発的な職業能力開発を図る労働

者

有給教育訓練休暇、長期教育訓練

休暇その他の特別な休暇の付与、始

業・終業時刻の変更、勤務時間の短

縮、時間外労働の制限等労働者が自

発的な職業能力開発を図ることがで

きるような労働時間等の設定を行う
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こと等がとれに該当すること。

(ケ) 地域活動等を行う労働者

地域活動等へ参加する労働者に対

して、特別な休暇の付与、労働者の

希望を前提とした年次有給休暇の半

日単位の付与等について検討するこ

と等がこれに該当すること伺

(ヨ) その他特に配慮を必要とする労働

者

労働者の意見を聴きつつ、その他

特に配慮を必要とする労働者がいる

場合、その者に係る労働時間等の設

定に配慮することがこれに該当する

こと。

(2) 上乗せ助成金

ア r (3) 上乗せ助成を受けるために必

要なものjの具体的な内容は、次のとお

りであること。

なお、次の(7)、(イ)については、必ず

取り組まなければならないとしたもの

であること。

(7) 25歳から 39歳までの労働者が年

次有給休暇を取得しやすい環境の整

備

配偶者の出産の際、子の健康診断

の際等に、年次有給休暇を取得しや

すい環境の接備について、特に 25

歳から 39歳までの労働者に絞った

取組がこれに該当すること。

(イ) 25歳から 39歳までの労働者の所

定外労働の削減

育児を行う労働者に所定外労働を

させない制度の導入、育児のための

新たなノー残業デーの設定等、特に

25歳から 39歳までの労働者に絞っ

た取組がこれに該当すること。

(ウ) 特に配慮を必要とする労働者につ

いて事業主が講ずべき措置
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労働時間等見直しガイドラインに

定められた「特に阻慮を必要とする

労働者について事業主が講ずべき措

置Jのうち、「子の養育又は家族の介

護を行う労働者に係る措置」及びf妊

娠中及び出麗後の女性労働者に係る

措置」について、取組を行うこと。

具体的には、子どもの看護のための

休暇、共働き夫婦のための育児休暇

等の特別休暇制度の創設、育児のた

めに必要な場合のフレyクスタイム

制の導入等、特に 25際から 39歳ま

での労働者に絞った取組がこれに該

当すること。

3 推進事業について(推進助成金要領第2の

3関係)

(1) 推進助成金要領第 2の3の(1)のアの

「方針策定等の事業」について

方針策定等の事業の具体例は、次のとお

りであること。

ア方針策定

「推進事業実施の重点、とする取組事

項とその内容J、「好事例の収集、普及啓

発の事業の企画」、「説明会、個別指導等

の企画」等の助成対象団体としての推進

事業実施方針を策定すること。

なお、取組事項の内容については、助

成金要領に「目安」が定められているこ

とに留意すること。

イ 全体会議

事業の企画・立案及び取りまとめ、全

体の意思統一放びに事業実施結果に関

するフォローアyプを図るために、構成

事業主を招集して会議を開催すること。

(2) 推進助成金要領第 2のsの(1)のイの

「好事例の収集、普及啓発の事業」につい

て
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好事例の収集、普及啓発の事業の具体例

は、次のとおりであること。

ア アンケート(ヒアリング)調査

(7) 傘下の事業場における事業開始時

の労働時間等の設定の状況調査

事業開始時に、傘下の金事業場に

おける労働時間等の設定の状況や労

働時間等の設定の改善に対する意識

等を調査・把握すること。

なお、この調査には、別紙1を活

用して差し支えないこと。

(イ) 傘下の事業場における事業終了時

の労働時間等の設定の状況調査

事業終了時に、傘下の金事業場に

おける労働時間等の設定の状況や労

働時間等の設定の改善を進める上で

の問題点等を調査・把握すること。

なお、この調査には、別紙2を活

用して差し支えないとと。

イ 調査結果分析

(7) 事業開始時の調査結果分析

アの(7)の結果を分析し、支給対象

団体として、推進事業を進める上で

の基礎とすること。

(イ) 事業終了時の調査待果分析

アの(イ}の結果を分析し、事業の成

果、事業終了後の課題等を検討し、

フォローアップを図るための基礎と

すること。

ウ巡回(訪問)調査

労働時間等の設定の改善に関する好

事例事業場を訪問し、好事例についての

調査・収集を行うこと。

エ 好事例集・報告書作成及び配布

ウの結果を取りまとめた事例集及び

事業の成果を取りまとめた事例集を作

成し、傘下の事業場にli2布するとと。

(3) 推進助成金要領第 2の3の(1)のウの
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「セミナ}の開催の事業」について

セミナーの開催の具体例は、外部から講

師を招き、労働時間等の設定の改善に向け

た気還の穣成のために、その必要性等につ

いてのセミナーを開催すること等である

こと。

(4) 推進助成金要領第 2の 3の (1)のエの

「巡閏指導等の事業jについて

巡回指導等の実施の具体例は、次のとお

りであることa

ア全体説明会

(7) 事業計画の説明

傘下の事業場の責任者・担当者に

実態に基づく労働時開等の設定の改

善に向けての事業計画を説明し、周

知徹底を図ること。

(イ) 専門家の招へい

外部から専門家を招き、労働時間

等の設定の改善を行う際に発生する

労務管理上の諸問題の改善のための

対応方法に関して説明を受けるこ

と。

イ 巡回形式による個別指導

選定事業場や希望する事業場を訪問

して、労働時間等の設定の改善を行う際

に発生する労務管理上の問題点の解決

方法や就業規則等の変更、作成の方法等

について、相談に応じるとともに、具体

的な指導を行うこと白

ウ 相談会形式による個別指導

選定事業場や希望する事業場に対し、

労働時間設定改善推進員(以下「推進員」

という。)、外部の専門家等による相談会

を朔催し、労働時間等の設定の改善を行

う際に発生する問題点の解決方法や就

業規則等の変更、作成の方法等について

具体的な指導を行うこと。

(5) 推進助成金要領第 2の 3の (1)のオの
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f労働時間等の設定の改善に向けた取引

先等との調整の事業」について

取引先等との調整の具体例は、次のよう

な項目について連絡会議の開催やそのた

めの資料の作成等を行うことが該当する

とと。

- 短納期発注の抑制、納期指定の弾力

化等の要請

週末発注・週初納入、終業時間後発

注・翌朝納入等、労働時間等の設定の

改善を阻害する発注方式の抑制の要

請

時間外労働の削減や休日・休暇の取

得を前提とじた計画的生産・発注平準

化への協力要音声

発注計画の事前の情報提供と調整の

要請

(6) 推進助成金要領第 2の3の(2)のアの

「設定改善プランの策定に向けた懇談会

の設置等の事業」について

25歳から 39歳までの労働者の労働時間

等の設定の改善を重点的に推進するため、

傘下事業場における現状及び問題点を整

理した上で、団体内に懇談会等を設置し、

年次有給休暇の取得促進や所定外労働の

削減等、実効性のある労働時間等の設定の

改善を促進するための「設定改善プラン」

の検討、策定を行うこと。

この「設定改善プラン」において、年次

有給休暇の取得促進や所定外労働の削減

等についての具体的な取組手法、改善目標

等を傘下事業場に示すことにより、他の年

齢層と比較して実労働時聞が長い現状に

あP、出産及び育児等の子育てを担う世代

の労働者の労働時間等の設定の改善を重

点的に推進すること。

(7) 推進助成金要領第 2の3の(2)のイの

「現状及び問題点の把握の事業」について
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懇談会等における「設定改善プランj策

定のための基礎資料を得るため、原則とし

てすべての傘下事業場に対して、 25歳か

ら39歳までの労働者の長時間労働の実態

及び湖題点在把握するとともに、との世代

の労働者の労働時間等の設定の改善を重

点的に推進するため、専門家による訪問調

査及び個別指導を実施すること。

訪問調査及び個別指導については、懇談

会等において策定すずる「設定改善プラン」

を実効性のあるものとするため、専門家に

よる実施を原則とし、個々の傘下事業場に

おける当該労働者の労働時間の現状、業務

体制などの実態を具体的に把握するとと

もに、労働時間等の設定の改善に係る問題

点等を個別具体的に指導できる体制とす

ること。

4 推進事業の実施体制について(推進助成金

要領第2の3の(3)関係)

推進員の毘置を行う場合、その配置につい

ては、次のとおり取り扱うこと。

(1) 推進員は、推進事業の実施に関して、

ア 事業方針に基づき円滑に実焔すると

と

イ 構成事業主及び推進助成金要領第4

の 1により事業実施の承認を受けた支

給対象団体が連合体の場合には、傘下の

団体との連絡調整を行うこと

ウ 推進助成金に隠する書類の作成を行

うこと

等、事業運営の中心的な役割を担う者とし

て配置するものであること日

(2) 推進員については、労働時間制度につい

て、専門的な知識を有すること。

(3) 推進員は、費用の限度額の範囲内で複数

Iie置することは可能であること。

(4) 当該推進員業務の実施に当たり必要な
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印刷費、通信運搬費、消耗品費、旅費等の

経費については、各事業の実施に要する経

費の中に計上すること。

5 団体規模別上限額について(推進助成金要

領別表関係)

(!) 上限額は、助成金要領第4のlの(1)に

より助成対象団体が事業実施の承認申請

を行う際に、計画額&計上するに当たって

の根拠となるものであるミこと。

(2) 団体規模については、承認申請時におけ

る構成事業主数を当該事業年度における

団体規模;とすること。

6 支給対象期間について(推進助成金要領第

3の1) 

支給対象期間については、一事業年度とす

るが、 1固に限り、再度継続して同一事業主

団体等に対して推進助成金を支給することが

できること。

7 推進助成金の支給額について

支給する推進助成金の最高額は 150万円で

あり、上乗せ助成金の最高額は 150万円であ

ること。

8 労働時間等設定改善実施計画の承認制度の

活用について

支給対象団体から、推進事業の内容で営業

にかかわる事項が含まれる等私的独占の祭止

及び公正取引の確保に関する法律上の問題が

懸念されるとの相談があった場合には、労働

時間等の設定の改善に関する特別措置法第B

条の労働時間等設定改善実施計画の承認制度

を活用するよう助言を行うこと。

第3 職場意識改善助成金について(業務通達の

別添 2 I職場意識改善助成金支給聖書領J) (以
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下「改善助成金支給要領Jという。)関係)

1 支給対象事業主について(改善助成金支給

要領第2関係)

改善助成金支給要領第2のlについては、

職場意識改善助成金が、労働者災害補償保険

法(昭和 22年法律第 50号)第29条の社会復

帰促進等事業として行われることによるもの

であること。

よって、職場意識改善助成金の支給を受け

ようとする場合には、労働者災害補償保険の

加入手続きがなされていることが必要である

こと。

改善助成金支給要領第2の3については、

恒常的な長時間労働の実態が見られる事業主

に対してE重点的に助成を行い助成金事業を効

果的に実施するため、特に長時間労働を行っ

ている労働者の割合が高い業種に鳥する事業

主、及びそれ以外の業種に属する事業主にあ

っては、年次有給休暇の取得率が低調 (50%

未満)であるもの又は所定外労働が相当程度

(月平均 10時間以上)行われている実態が見

られるものに対して助成金を支給することと

したものであること。

2 取組事項について(改善助成金支給要領第

3関係)

職場意識改善計画に盛り込む取組事項の具

体的な内容は、以下のとおりであること。

① 実施体制の整備のための措置

次のア及びイのすべてについて、必ず

取り組まなければならないものとしたも

のであること。

ア 労働時開等設定改善委員会の設置等

労使の話合いの機会の繋備

労働時間等の実態について適切に把

握するとともに、職場意識改善に!向けた

取組を促進するため、労働時間等設定改
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善委員会をはじめとする、労使の話合い

の機会を整備すること等がこれに該当

すること。

イ 労働時間等に関する個々の苦情、意見

及び要望を受け付けるための担当者の

選任

労働時間等の設定の改善を通じた職

場意識改善を図るためには、事業主が、

労働者各人からの労働時間等の個別の

苦情、意見及び要望に誠意をもって耳を

傾け、善後策を講じることが必要である

ことから、苦情等に応じるための担当者

を選任し、処遇制度を設けることがこれ

に該当すること。

② 職場意識改善のための措置

次のア及びイのすべてについて、必ず

取り組まなければならないものとした

ものであること。

ア 労働者に対する職場意識改善計画の

周知

労働者に対する職場意識改善計画の

周知を図るため、社内報への掲載、事務

所等の見やすい場所への掲示、ホームペ

ージ等での公表等の実施がこれに該当

すること。

イ 職場意識改善のための研修の実施

管理職等に対して、労働時間等の設定

の改善に向けた必要性等について周知

を図るため、外部の講師を招き研修を実

施すること等がこれに該当すること。

③ 労働時間等の設定の改善のための措置

労働時間等設定改善指針(平成 20年

厚生労働省告示 108号。以下「指針」と

いう。)に基づき、次のアからオまでの

うち、ア及びイの措置については必ず実

施することとし、ウからオのうちいずれ

か1項目以上を選択して実施するとと。

ア 年次有給休暇の取得促進のための措
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震

計画的付与餓度の導入、年次有給休暇

台帳の作成、年次有給休暇の取得状況の

労使による確認制度の導入、年次有給休

暇の取得率の目標設定、 2週間程度の長

期休暇制度の導入等取得しやすい雰囲

気づくり等がこれに該当すること。

イ 所定外労働削減のための措置

ノー残業デー、ノ}残業ウィークの実

施等がこれに該当すること。

ウ 労働者の抱える多様な事情及び業務

の態様に対応した労働時間の設定

業務の実態について調査を行い、当該

調査結果及び労働者の抱える多様な事

情に応じて、変形労働時間制、フレッタ

スタイム側、裁量労働制及び短時間正社

員制度の活用(新規導入、見直し)につ

いて検討を行うことがこれに該当する

こと。

エ指針の2の(2)の「特に配慮を必要と

する労働者について事業主が講ずべき

措置」のイからトまでに定められた、特

に配慮を必要とする労働者に対する休

暇の付与等の措置

次の項目について、個々の労働者の事

情に配慮した休暇の付与を行うとと等

がこれに該当すること。

・特に健康の保持に努める必要があ

ると認められる労働者

・子の養育又は家族の介護を行う労

働者

妊娠中及び出産後の女性労働者

単身赴任者

・ 自発的な職業能力開発を図る労働

者

地域活動、ボランティア活動等を

行う労働者

・その他特に配慮、を必要とする労働
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者マ

オ ワークシェアリング、在宅勤務、テレ

ワーク等の活用による多様な就労を可

能とする措置

多様な働き方の選択肢を拡大するワ

ークシェアリングの導入、通勤負担の軽

減となる在宅勤務、テレワーク等の活用

について新たに何らかの整備を行うこ

とがとれに該当すること。

④ 労働時間等に係る制度の改善(以下「市Ij

度面の改善」という。)のための措置

制度簡の改善に係る助成金の支給を

希望する場合は、職場意織改善助成金支

給要領第 3の4の(1)又は(2)のうちい

ずれか1項目を選択して実施すること。

3 設定改善指標について

改善助成金支給要領別添に定める設定改善

指標の各項目については、職場意識改善助成

金事業実施状況報告書(様式第9号)又は職

場意識改善助成金事業実施結果報告書(様式

第10号)を支給対象事業主から確実に提出さ

せることにより、その実績を確認するととも

に、必要に応じ、次の書類を提出させる等に

より確認すること。

① 労働時照等設定改善委員会などの労働時

間等に関する労使の話し合いの機会の整備

に係る運営規定や議事録等の開催実績が確

認できる書類

② 労働時間等に関する労働者の苦情、意見

及び要事里を受け付けるための担当者の選任

に係る辞令、事務所掌規定、受付記録等選

任の状況が確認、できる書類

③ 労働者に対する職場意識改善計画の周知

方法・内容が確認できる書類

④ 管理職等に対する、労働待問等の設定の

改善に向けた研修等の開催実績が確認でき

る書類
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③ 年次有給休暇の取得率及び所定外労働時

間の実態が確認できる書類

⑥ 所定外労働時間削減のための「ノー残業

デ-Jrノー残業ウイ}ク」等の取組が確認

できる書類

⑦ 特に配慮を要する労働者に対する勤務時

聞の短縮や特別休暇の付与等の措震に係る

就業規則、労使協定書等取組が確認できる

書類

③ 変形労働時間制やフレッタスタイム制度

等、労働時間制度の導入に当たって作成し

た労使協定等、導入されているカ叩童認でき

る書類

⑨ 職場意識改善計画について、自社のホー

ムベージの活用等により、公表した実績が

確認できる書類

⑮ 社内における問題点について把握し、業

務計画や要員計画の策定など、業務の見直

しを行った実績が確認できる書類

⑪ 社内アンケートやヒアリングの実施実績

が確認、できる書類

⑫ 労働時間制度について職場内の周知啓発

のためのパンフレツトを作成し、従業員に

配布する等周知実績が確認できる書類

4 改善助成金の職場意識改善計図認定の申請

について

改善助成金支給要領第6の 1の(1)に定め

る職場意識改善計画認定の申請については、

7月末日までを申請期限とすること。

なお、制度面の改善のための猪置がその他

の措置にも該当する場合は、双方に記載する

こと。

5 改善助成金の支給等について

(1) 支給する改善助成金の最高額は、 2ヶ年

度で 200万円(各 100万円/年度)である

こと。



なお、改善助成金支給要領第 5の1の

(4)のイ及びウについては、「新成長戦

略J(平成 22年日月 18日閣議決定)にお

いて、 2020年までの目標として年次有給

休暇取得率を 70%、過労働時間 60時間以

上の雇用者の割合を 2008年 (10.0%)比

で5割減とすることが掲げられたことか

ら、支給対象としているものである。

(2) 支給する改善助成金の支給申請につい

ては、各年度において、改善助成金支給要

領第日の 3の(1)に定める申請期間内に申

請させること。

(3) 改善助成金支給要領第 5の1の(1)及び

(3)に定める支給額については、各年度に

おける設定改善指標の得点に向上が見ら

れない場合は、改善助成金は支給されない

こと。

(4) 改善助成金支給要領第 5の1の(4)に定

める支給額については、上記(3)に該当す

る場合は、改善助成金は支給されないこ

と。

(5) さらに、改善助成金支給要領第5の2の

(1)から (4)に定める不支給要件について

は、上記(3)及び(4)と併せて、各年度にこ

の不支給聖書件のいずれかに該当する場合

は、改善助成金は支給されないこと。

日 改善助成金の周知等について

(1) 改善助成金の活用を促進するためには、

事業主に対する周知広報が重要であり、活

用の促進のため、労働時間等設定改善関係

事業の実施を通じた周知や、コンサノレタン

トの活用等により、積極的な周知広報に努

めること。

第3 中長期的な見通しをもった対応(業務通達 I(新規)

記の第4関係)

(1) 年間計画は、原則、前年度中に策定するこ
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とa また、対象事業場数が膨大に及び単年度

での実施が困難な場合i士、必要に応じ、中長

期的な見通しをもった計画についても策定す

ること。なお、当該計画を策定する場合も、

原則、前年度中に策定すること。

(2)平成 25年度の年間計画は、4月中に策定し、

5月から当該計画lこ基づき取り組むこと。

また、平25年度を初年度とする中長期計画

を策定する場合は、 4月中に策定し、 5月から

当該計画に基づき取り組みこと。その際の留

意事項は従前のとおりとする。

第4 関係行政機関等との連携(業務通達第5関 I(新規)

係)

都道府県、市町村、関係行政機関、 NPO

を含む地域団体等が行うワーク・ライフ・バ

ランスに関する取組について、随時情報収集

を行い、これら関係行政機関等との連携・協

働に努めること。

なお、連携・協働については、以下に掲げ

る方法が考えられる。

① 関係行政機関等との合同による個別訪問

② 関係行政機関が主催する説明会等の場を

活用した集団指導

③ ワ}ク・ライフ・バランスに関して地域

団体が行うイベント等への参画やブ}スの

出展

第5 その他(業務通達第6関係)

l コンサノレタントによる好事例の収集とその

活用

コンサノレティングやワークショップ等の機

会を通じ、年次有給休暇の取得促進(特に、

計画的付与制度を活用したもの)、長時間労

働の抑制等の好事例及び地域において休日の

普及に取り組んでいる情報等を積極的に収集

し、今後のコンサノレティングやワークショッ

プの機会に活用すること。
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2 本省への報告について

(1) 好事例の報告

業務通達の記の第自によるもののほか、

局の取組による効果を抱擁している事例の

うち、例えば、次のような事例について、

その概要を取りまとめ、本省労働条件政策

課に報告すること。本省において、報告を

受けた取組事例については、随時、各局に

情報提供する。

ア コンサノレティングを希望する事業場が

増えた取組事例

イ 助成金を支給した事業場又はコンサノレ

ティングを行った事業場における長時間

労働の削減及び年次有給休暇の取得促進

の好事例

(2) r働き方・休み方改善協議会J (仮称)

に係る情報の報告

年次有給休暇の取得促進に関して、地方

自治体や地場企業などを巻き込んで、地域

ぐるみで年次有給休暇の取得促進に取り組

んでいる事例を把掘した場合は、随時本省

労働条件政策課へ報告すること o

3 コンサノレタント制度の周知

コンサルタント制度の利用拡大のため、以

下に掲げる方法を参考に、積極的かっ効果的

に周知活動に取り組むこと。

(1) 局ホームベージを活用した周知

(2) 局署における集団指導等の機会をとら

えた周知

(3) 助成金と併せた利用勧奨

(4) 自治体や関係団体等が発行する広報誌

等を活用した周知

(5) 事業主団体、元譜会社、親会社等を通じ

た関係事業場に対する利用勧奨

4 上記1及び2による好事例及び地域におけ|第4 その他
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る労働時間等の設定の改善に関する情報の収

集については、このための特段の爾益・確認

等を求めるのではなく、通常業務の中の事業

場の帳簿等の点検・確認や事業主からの聴取

等を行う過程において把握すれば足りるもの

であること。

改 正平 成24年4月2日 一部改正

改 正平 成25年4月1日 一節目改正
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好事例及び地域における労働時間等の設定

の改善に関する情報の収集については、この

ための特段の調査・確認等を求めるのではな

く、通常業務の中の事業場の帳簿等の点検・

確認や事業主からの聴取等を行う過程におい

て把握すれば足りるものであること。




